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１ 那覇市を取りまく状況 

（１）人口の推移と少子高齢化 

令和 6 年１１月に改訂された「那覇市まち・ひと・しごと創生総合戦略-第２期-」によると、本市

の総人口は 2015 年から 2020 年頃をピークに減少に転じており、今後も減少が続く見通しと

なっています。年少人口（0～14 歳）及び生産年齢人口（15～64 歳）は減少傾向が続き、65 歳

以上の人口は増加する見通しとなっています。そのため、総合戦略第２期において、第１期に引き続

き人口減少の抑制に取り組み、将来にわたって 30 万都市を維持することを目標としています。 

  

 

那覇市の将来人口の推計 

出典：那覇市まち・ひと・しごと創生総合戦略 –第 2 期-より作成 
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（２）児童生徒数の推移 

本市の児童生徒は、昭和４９年の５３，３１８人をピークに減少を続けており、令和 6 年には 

26,684 人と半分程度になっています。一部の地域及び学校においては増加しているものの、全体

的には今後も児童生徒の減少は続くものとみられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）変容する社会情勢 

近年、人口減少による共生社会の高まり、技術の発展やグローバル化など、VUCA（変動性、不

確実性、複雑性、曖昧性）時代における多様な変化に対応するための取り組みが進められていま

す。また、こどもの権利推進や、不登校児童生徒の増加といった課題へ対応する施策が求められる

など本市を取りまく状況はめまぐるしく変化しています。 

 

① 共生社会の高まり 

近年、人口減少や少子化・高齢化、価値観の変化などにより地域課題が多様化・複雑化してお

り、地域活動の担い手不足や高齢化により、これらの課題への対応が難しくなることが考えられま

す。このような社会構造や人々の暮らしの変化を踏まえ、地域課題を解決していくためには、市民が

世代や多様な背景を超えてつながり、一人ひとりが役割を持ち相互に支え合う共生社会の実現が

求められています。 

 

② 先端技術の発展 

近年、AI を始めとした先端技術が加速度的に発達し、私達の生活に大きな影響をもたらして

います。これまで人が担ってきた仕事を AI やロボットが代替することで、労働市場の在り方や働

く人に必要とされるスキルも変化していくことが予想されます。これまで以上に、新しいものを創
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　　　　　　　　　　　　小学校数 23 25 29 30 32 34 35 36 36 36 36 36

　　　　　　　　　　　　中学校数 11 13 13 15 17 17 17 17 17 17 17 17

　　　　　　　　　　　　児童数 34,716 36,366 35,926 31,698 27,431 25,817 22,098 21,428 20,660 19,930 19,641 17,463

　　　　　　　　　　　　生徒数 15,924 16,798 15,860 16,988 14,147 11,804 11,655 9,826 9,599 9,320 8,693 8,575

出典：令和７年度那覇市の教育より作成 

那覇市立小中学校・児童生徒数推移 

（学校数） （人数） 
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り出す想像力や、他者と協働し問題を解決する力が求められており、こうした社会の変化に教育

も対応していく必要があります。 

 

③ グローバル化の加速 

交通手段や通信技術の向上に伴い、人・物・文化等の国境を越えた往来が活発に行われて

います。本市においても、那覇市在住の外国人登録人口が平成 30 年から令和 6 年までの 7

年間で約１．６倍に増加しており、今後もこのようなグローバル化は加速していくと予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ こどもの権利に関する取組み 

国においては、こどもの健やかな成長、子育てに対する支援やこどもの権利利益の擁護に関

する事務を行うために「こども家庭庁」を設置し、また、こどもに関する施策を総合的に推進する

ことを目的に令和 5 年 4 月「こども基本法」が施行されました。 

本市においても、こどもに関する施策の更なる充実や、こどもの権利についての施策等を統一

的に推進することを目的に令和 7 年 3 月「那覇市こども計画」が策定されました。 

本計画の作成にあたっては、こどもの権利条約で定められているこどもの意見表明の尊重の

観点から、児童生徒を対象に教育や学校生活等に関するアンケートを実施しました。 

 

⑤ 不登校児童生徒の増加 

全国的に不登校の児童生徒が年々増加しており、本市においても増加傾向で推移しておりま

す。特に、小学校の不登校率の増加が顕著に見られ、不登校の低年齢化や状態が長期化する

傾向にあります。 

 

 

出典：統計那覇（令和元年度～令和 7 年度）より作成 ※各年末現在 
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２ 国・県の動向 

（１）国の第４期教育振興基本計画の策定 

国の第 4 期教育振興基本計画★では 2040 年以降の社会を見据えた教育政策の総括的な基

本方針として「持続可能な社会の創り手の育成」及び「日本社会に根差したウェルビーイング★の

向上」を掲げています。また、以下の 5 つの基本的な方針を定めています。 

①グローバル化する社会の持続的な発展に向けて学び続ける人材の育成 

②誰一人取り残されず、全ての人の可能性を引き出す共生社会の実現に向けた教育の推進 

③地域や家庭で共に学び支え合う社会の実現に向けた教育の推進 

④教育デジタルトランスフォーメーション（DX★）の推進 

⑤計画の実効性確保のための基盤整備・対話 

 

（２）沖縄県の沖縄県教育振興基本計画の策定 

沖縄県が策定した沖縄県教育振興基本計画では、「個性の尊重を基本とし、国及び郷土の自

然と文化に誇りをもち、創造性・国際性に富む人材の育成と生涯学習の振興を図る。」の基本的な

考え方の下、以下の 3 つの教育の目標を掲げています。 

①自ら学ぶ意欲を育て、学力の向上を目指すとともに、豊かな表現力とねばり強さをもつ幼児

児童生徒を育成する。 

②平和で安らぎと活力ある社会の形成者として、郷土文化の継承・発展に寄与し、国際社会・情

報社会等で活躍する心身ともに健全な県民を育成する。 

③学校・家庭・地域社会の相互の連携及び協力のもとに、時代の変化に対応し得る教育の方

法を追究し、生涯学習社会の実現を図る。 
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